
最低賃金 消費税 原発 核兵器禁止条約
病床削減法
への賛否

医療体制 憲法
選択的夫婦
別姓制度

全労連要求 全国一律時給1500円 5% 原発ゼロ 批准 反対 国の責任で拡充 9条改憲反対／いかす 導入

立憲民主党 将来的に1500円 ○ 5% ○ 原発ゼロ ○
締約国会議への
オブ参加

○ 反対 ○ 国の責任で医療体制を強化 ○
安保法制や共謀罪の
違憲部分の廃止

○ 賛成 ○

日本共産党 全国一律1500円 ○ 5% ○ 原発ゼロ ○ 署名・批准 ○ 反対 ○
感染症病床、救急・救命体制
への国の予算2倍化

○ 自民党改憲案に反対 ○ 賛成 ○

社会民主党 全国一律1500円 ○
ゼロ税
率

○ 原発ゼロ ○ 署名・批准 ○ 反対 ○
436医療機関リスト撤回、公
立・公的病院統廃合反対

○ 自民党改憲案に反対 ○ 賛成 ○

れいわ新選組 1500円 ○ 廃止 ○ 原発ゼロ ○ 署名・批准 ○ 反対 ○ 国の責任で医療体制を拡充 ○
安易な改憲ではなく、
現行憲法の実践

○ 賛成 ○

国民民主党 全国一律1000円以上 △ 5% ○ 当面の間利用 ×
批准目指し、締約
国会議オブ参加

○ 賛成 ×
病床にゆとりが持てるように
診療報酬、介護報酬改定

△
国会で建設的な憲法
論議を推進

× 賛成 ○

日本維新の会言及なし × 5% ○
次世代原子炉、
核融合開発の推
進

× 言及なし × 賛成 ×
医療提供体制の再編を強力
に推進

×
正面から改正議論を
行う

×
旧姓使用に
も法的効力

×

自民党 言及なし ×
言及な
し

×
小型モジュール
炉、核融合開発

× 批准拒否 × 賛成 ×

感染症有事における病床・医療
人材の確保、保健所・検査・水際
対策等の対応力強化の枠組み
を整備

△
日本国憲法の改正を
目指す

×
言及なし（先
送り）

×

公明党 言及なし ×
言及な
し

×
なし（再稼働容
認）

×
締約国会議への
オブ参加

○ 賛成 ×
医療機関の役割分担や連携強
化、病床や宿泊療養施設と医療
従事者の確保

△ 9条改正は慎重に議論 ×
制度の導入
推進

○

2021年10月18日現在　全労連調べ
＊公約の評価（〇△×）は全労連要求ならびに市民連合と４党が合意した政策を基準に全労連が評価したものです。
　言及がない場合は、要求が公約されていないと判断し、×と評価しました。

総選挙2021　全労連要求と主要政党の選挙公約




